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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57

年大蔵省令第10号）及び「保険業法施行規則」（平成８年大蔵省令第５号）に準拠しております。 

 

１【四半期連結財務諸表】 

(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日） 

資産の部 

現金預け金 21,994,452 25,710,647

コールローン 2,073,594 2,150,227

債券貸借取引支払保証金 10,034,958 9,085,681

買入金銭債権 169,721 243,987

商品有価証券 278 271

金銭の信託 3,500,631 3,963,264

有価証券 235,623,120 231,652,172

貸出金 ※1    14,096,911 ※1    14,010,964

外国為替 30,659 29,858

その他資産 1,083,760 1,358,892

有形固定資産 2,665,243 2,725,553

無形固定資産 270,559 270,560

繰延税金資産 592,844 620,063

支払承諾見返 115,000 115,000

貸倒引当金 △ 5,295 △ 5,290

資産の部合計 292,246,440 291,931,855
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（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日） 

負債の部 

貯金 ※3   175,291,979 ※3   176,520,220

保険契約準備金 80,799,941 80,061,593

支払備金 831,690 752,051

責任準備金 77,745,490 77,120,036

契約者配当準備金 ※2     2,222,759 ※2     2,189,506

債券貸借取引受入担保金 14,370,767 13,694,289

外国為替 249 188

その他負債 3,678,082 3,239,484

賞与引当金 93,649 26,948

退職給付に係る負債 2,884,827 3,150,910

特別法上の準備金 614,233 641,737

価格変動準備金 614,233 641,737

繰延税金負債 1,009,058 1,086,908

支払承諾 115,000 115,000

負債の部合計 278,857,789 278,537,282

純資産の部 

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 4,503,856 4,503,856

利益剰余金 2,967,703 2,807,705

株主資本合計 10,971,559 10,811,561

その他有価証券評価差額金 2,750,463 2,883,089

繰延ヘッジ損益 △ 596,892 △ 556,838

為替換算調整勘定 66 28

退職給付に係る調整累計額 261,879 254,643

その他の包括利益累計額合計 2,415,517 2,580,923

少数株主持分 1,573 2,088

純資産の部合計 13,388,650 13,394,573

負債及び純資産の部合計 292,246,440 291,931,855



3 

(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日） 

経常収益 3,772,076 3,561,194

郵便事業収益 406,176 414,598

銀行事業収益 563,827 508,549

生命保険事業収益 2,764,243 2,592,684

その他経常収益 37,829 45,361

経常費用 3,481,690 3,289,184

業務費 2,878,579 2,684,131

人件費 558,346 560,722

減価償却費 43,189 42,303

その他経常費用 1,575 2,026

経常利益 290,385 272,009

特別利益 187 289

固定資産処分益 93 13

移転補償料 84 271

その他の特別利益 10 4

特別損失 14,912 28,861

固定資産処分損 301 694

減損損失 2,146 19

特別法上の準備金繰入額 12,455 27,504

価格変動準備金繰入額 12,455 27,504

老朽化対策工事に係る損失 － 643

その他の特別損失 9 －

契約者配当準備金繰入額 57,412 66,546

税金等調整前四半期純利益 218,247 176,890

法人税、住民税及び事業税 86,113 71,447

法人税等調整額 △ 29,845 △ 34,887

法人税等合計 56,268 36,560

少数株主損益調整前四半期純利益 161,979 140,330

少数株主利益又は少数株主損失（△） 72 △ 119

四半期純利益 161,906 140,450
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

 （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日 
至 平成26年６月30日） 

少数株主損益調整前四半期純利益 161,979 140,330

その他の包括利益 △ 374,128 165,406

その他有価証券評価差額金 △ 340,509 132,626

繰延ヘッジ損益 △ 33,618 40,054

為替換算調整勘定 － △ 37

退職給付に係る調整額 － △ 7,235

持分法適用会社に対する持分相当額 － △ 0

四半期包括利益 △ 212,148 305,737

（内訳） 

親会社株主に係る四半期包括利益 △ 212,221 305,857

少数株主に係る四半期包括利益 72 △ 119
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号 平成 24年５月 17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25号 平成 24年５月 17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第 35項本文及び退職給付適用指針第 67項本文に掲げられた定めについて当第１

四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間

定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づ

く割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連結

会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が 263,412 百万円増加し、利益剰余金が 256,948 百

万円減少しております。また当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ 2,640 百万

円増加しております。 

 

（追加情報） 

（資本準備金の減少） 

当社は、平成 26年５月 21日開催の取締役会において、平成 26年６月 25日開催の定時株主総会に資本準備金の減少に

係る議案を付議することを決議し、同株主総会で承認されました。 

(1) 目的 

今後の機動的な資本政策に備えるとともに、財務戦略上の弾力性を確保するため、資本準備金の減少を行うことと

しました。 

(2) 資本準備金の減少の要領 

会社法第 448 条第１項の規定に基づき、資本準備金をその他資本剰余金に振り替えるものです。 

① 減少する資本準備金の額 

資本準備金 4,503,856,095,788 円のうち、3,628,856,095,788 円 

② 増加する剰余金の項目及びその額 

その他資本剰余金 3,628,856,095,788 円 

(3) 資本準備金の減少の効力発生日 

平成 26年 12 月１日（予定） 

 

（四半期連結貸借対照表関係） 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権（破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額）は、

前連結会計年度末及び当第１四半期連結会計期間末において、ありません。 

 

※２．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成26年６月30日） 

期首残高 2,396,947 百万円 2,222,759 百万円 

契約者配当金支払額 420,523  〃 100,044  〃 

利息による増加等 4,627  〃 348  〃 

年金買増しによる減少 438  〃 103  〃 

契約者配当準備金繰入額 242,146  〃 66,546  〃 

期末残高 2,222,759  〃 2,189,506  〃 
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※３．四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）中、「貯金」は銀行法施行規則の負債科目「預金」に相当するものであ

ります。 

 

４．システムに係る役務提供契約(ハード・ソフト・通信サービス・保守等を一体として利用する複合契約)で契約によ

り今後の支払いが見込まれる金額は次のとおりであります。 

 前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成26年６月30日） 

１年内 4,332 百万円 4,325 百万円 

１年超 6,742 百万円 6,145 百万円 

 

５．偶発債務に関する事項 

連結子会社の一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、その全部又は一部を解約した場合において、貸主か

ら解約補償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主が郵便局局舎に対して投資し

た総額のうち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することとしておりますが、発生する可能性のある解約補

償額は次のとおりであります。 

前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成26年６月30日） 

113,858 百万円 111,539 百万円 

なお、連結子会社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償額を減額するこ

とから、全額が補償対象とはなりません。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 前第１四半期連結累計期間 

（自 平成25年４月１日 

至 平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日） 

減価償却費 43,189 百万円 42,303 百万円 

 

（株主資本等関係） 

前第１四半期連結累計期間（自 平成 25年４月１日 至 平成 25年６月 30日） 

剰余金の配当は、日本郵政株式会社法第 11条の規定により、総務大臣の認可事項となっております。 

配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年５月 

22日 

取締役会 

普通株式 38,550 257.00
平成25年３月

31日 

平成25年６月

20日 
利益剰余金 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

剰余金の配当は、日本郵政株式会社法第 11条の規定により、総務大臣の認可事項となっております。 

配当金支払額 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年５月 

21日 

取締役会 

普通株式 43,500 290.00
平成26年３月

31日 

平成26年６月

25日 
利益剰余金 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成 25年４月１日 至 平成 25年６月 30日） 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 

 
郵便・ 

物流事業 
窓口事業 銀行業 生命保険業 計 

その他 合計 

経常収益  

外部顧客に対する経常

収益 
407,862 21,680 563,827 2,764,243 3,757,614 14,461 3,772,076

セグメント間の内部経

常収益 
13,077 294,123 230 26 307,458 156,194 463,652

計 420,939 315,804 564,058 2,764,270 4,065,073 170,655 4,235,729

セグメント利益又は損失

（△） 
△ 2,866 18,375 180,599 92,744 288,852 132,791 421,643

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

２．「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない宿泊事業、病院事業等が含まれております。また、

「その他」の区分のセグメント利益には当社が計上した関係会社受取配当金（131,253百万円）が含まれており

ます。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整

に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 288,852

「その他」の区分の利益 132,791

セグメント間取引消去 △ 131,257

四半期連結損益計算書の経常利益 290,385
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当第１四半期連結累計期間（自 平成 26年４月１日 至 平成 26年６月 30日） 

１．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 

 
郵便・ 

物流事業 
窓口事業 銀行業 生命保険業 計 

その他 合計 

経常収益  

外部顧客に対する経常

収益 
416,128 29,386 508,549 2,592,684 3,546,749 14,444 3,561,194

セグメント間の内部経

常収益 
13,226 290,838 281 26 304,371 145,971 450,343

計 429,354 320,224 508,830 2,592,711 3,851,121 160,416 4,011,538

セグメント利益又は損失

（△） 
△ 6,565 13,798 128,141 130,670 266,044 125,491 391,535

（注）１．当第１四半期連結会計期間より、「郵便事業・物流業」は「郵便・物流事業」に、「郵便局事業」は「窓口事

業」に報告セグメントの名称を変更しております。なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更

後の名称を用いて表示しております。 

２．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

３．「その他」の区分には、報告セグメントに含まれていない宿泊事業、病院事業等が含まれております。また、

「その他」の区分のセグメント利益には当社が計上した関係会社受取配当金（119,517百万円）が含まれており

ます。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整

に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 266,044

「その他」の区分の利益 125,491

セグメント間取引消去 △ 119,525

四半期連結損益計算書の経常利益 272,009
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（金融商品関係） 

金融商品の時価等に関する事項 

四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません((注２)参照）。 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

 連結貸借対照表  

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

21,994,452

2,073,594

10,034,958

169,721

278

3,500,631

134,875,084

17,953,667

82,653,215

14,096,911

△ 208

21,994,452

2,073,594

10,034,958

169,721

278

3,500,631

140,527,456

19,052,820

82,653,215

－

－

－

－

－

－

5,652,372

1,099,152

－

(1) 現金預け金 

(2) コールローン 

(3) 債券貸借取引支払保証金 

(4) 買入金銭債権 

(5) 商品有価証券 

売買目的有価証券 

(6) 金銭の信託 

(7) 有価証券 

満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

(8) 貸出金 

貸倒引当金（＊１） 

 14,096,702 15,138,720 1,042,017

資産計 287,352,306 295,145,848 7,793,542

(1) 貯金 

(2) 債券貸借取引受入担保金 

175,291,979

14,370,767

175,946,708

14,370,767

654,728

－

負債計 189,662,747 190,317,476 654,728

デリバティブ取引（＊２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

141

(1,001,481)

141

(1,001,481)

－

－

デリバティブ取引計 (1,001,339) (1,001,339) －

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、( )で表示しております。なお、金利スワップの特例処理及び為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象

とされている貸出金及び有価証券と一体として処理されているため、その時価は当該貸出金及び有価証券の時価に含

めて記載しております。 
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当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

 四半期連結貸借対照

表計上額（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

25,710,647

2,150,227

9,085,681

243,987

271

3,963,264

130,077,149

16,672,011

84,761,819

14,010,964

△ 197

25,710,647

2,150,227

9,085,681

243,987

271

3,963,264

136,043,418

17,789,405

84,761,819

－

－

－

－

－

－

5,966,268

1,117,393

－

(1) 現金預け金 

(2) コールローン 

(3) 債券貸借取引支払保証金 

(4) 買入金銭債権 

(5) 商品有価証券 

売買目的有価証券 

(6) 金銭の信託  

(7) 有価証券 

満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

(8) 貸出金 

貸倒引当金（＊１） 

 14,010,766 15,023,248 1,012,481

資産計 286,675,827 294,771,972 8,096,144

(1) 貯金 

(2) 債券貸借取引受入担保金 

176,520,220

13,694,289

177,142,020

13,694,289

621,799

－

負債計 190,214,509 190,836,309 621,799

デリバティブ取引（＊２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

(203)

(900,726)

(203)

(900,726)

－

－

デリバティブ取引計 (900,929) (900,929) －

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、( )で表示しております。なお、金利スワップの特例処理及び為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象

とされている貸出金及び有価証券と一体として処理されているため、その時価は当該貸出金及び有価証券の時価に含

めて記載しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満

期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン、(3) 債券貸借取引支払保証金 

これらは、短期間（１年以内）で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。 

(4) 買入金銭債権 

ブローカー等から提示された価格を時価としております。 

(5) 商品有価証券 

日本銀行の買取価格を時価としております。 
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(6) 金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券については、

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格、店頭取引による価格、又は市場価格に準じて合理的に算定された価額等

によっております。 

なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については「（金銭の信託関係）」に記載しております。 

(7) 有価証券 

取引所の価格、店頭取引による価格、又は市場価格に準じて合理的に算定された価額等によっております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

(8) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異な

っていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるも

のは、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、

返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、当該帳簿価額を時価と

しております。 

 

負 債 

(1) 貯金 

要求払預金については、四半期連結決算日（連結決算日）に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなし

ております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価

値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に適用する利率を用いております。 

(2) 債券貸借取引受入担保金 

短期間（１年以内）で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ）、通貨関連取引（為替予約、通貨スワップ）であり、取引所の価

格、割引現在価値等により時価を算定しております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上

額）は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産(7)有価証券」には含まれておりません。 

                                                 （単位：百万円） 

区 分 
前連結会計年度 

（平成26年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成26年６月30日） 

非上場株式 (＊) 141,152 141,192

合計 141,152 141,192

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示

の対象とはしておりません。 
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（有価証券関係） 

※ 四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、及び「買入金

銭債権」の一部が含まれております。 

 

１．満期保有目的の債券 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 117,547,318 122,484,558 4,937,240

地方債 8,834,843 9,239,380 404,536

社債 8,229,686 8,527,891 298,204

その他 263,235 329,613 66,378

合計 134,875,084 140,581,444 5,706,359

 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

 
四半期連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 112,644,654 117,852,797 5,208,142

地方債 8,910,971 9,348,996 438,025

社債 8,264,063 8,570,731 306,667

その他 257,460 319,074 61,614

合計 130,077,149 136,091,599 6,014,449

 

２．責任準備金対応債券 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 17,016,812 18,093,716 1,076,904

地方債 752,737 770,927 18,189

社債 184,117 188,175 4,058

合計 17,953,667 19,052,820 1,099,152

 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

 
四半期連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 15,813,300 16,905,168 1,091,867

地方債 722,202 742,920 20,717

社債 136,507 141,316 4,808

合計 16,672,011 17,789,405 1,117,393
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３．その他有価証券 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 17,214 21,222 4,007

債券 57,389,023 58,913,425 1,524,402

国債 43,188,152 44,364,675 1,176,523

地方債 5,014,369 5,136,578 122,209

短期社債 333,979 333,979 －

社債 8,852,521 9,078,191 225,669

その他 22,891,752 25,207,588 2,315,836

合計 80,297,989 84,142,236 3,844,246

 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

 
取得原価 

（百万円） 

四半期連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 17,214 22,361 5,146

債券 56,945,501 58,600,857 1,655,355

国債 42,395,257 43,675,357 1,280,099

地方債 5,181,759 5,312,708 130,948

短期社債 325,951 325,951 －

社債 9,042,531 9,286,839 244,308

その他 25,678,486 27,896,889 2,218,402

合計 82,641,202 86,520,107 3,878,905

 

（金銭の信託関係） 

１．満期保有目的の金銭の信託 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外） 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

その他の金銭の信託 2,762,362 3,500,631 738,268

 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

 
取得原価 

（百万円） 

四半期連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差額 

（百万円） 

その他の金銭の信託 3,112,791 3,963,264 850,472
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（デリバティブ取引関係） 

(1) 金利関連取引 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いております。 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 

なお、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は除いております。 

(2) 通貨関連取引 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

店頭 
為替予約 

買建 10,267 141 141

合計 － 141 141

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権

債務等の連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。 

 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

店頭 
為替予約 

買建 41,406 △ 203 △ 203

合計 － △ 203 △ 203

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

なお、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権

債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載から除いております。 

 

(3) 株式関連取引 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 

(4) 債券関連取引 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 

(5) 商品関連取引 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 
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(6) クレジット・デリバティブ取引 

前連結会計年度（平成 26年３月 31日） 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間（平成 26年６月 30日） 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 前第１四半期連結累計期間 

（自 平成25年４月１日 

至 平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成26年４月１日 

至 平成26年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 1,079.38 936.34

（算定上の基礎）  

四半期純利益 百万円 161,906 140,450

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る四半期純利益 百万円 161,906 140,450

普通株式の期中平均株式数 千株 150,000 150,000

（注）なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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２【その他】 

期末配当（会社法第 459 条第１項の規定による剰余金の配当） 

平成 26年５月 21日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

配当金の総額 43,500百万円

１株当たりの配当金 290円00銭

効力発生日及び支払開始日 平成26年６月25日
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四半期財務諸表 

四半期貸借対照表 

（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成26年６月30日） 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 195,114 276,266

未収入金 176,642 69,727

その他 33,162 32,938

貸倒引当金 △ 10 △ 6

流動資産合計 404,908 378,926

固定資産 

有形固定資産 136,902 136,562

 無形固定資産 1,922 10,209

 投資その他の資産 

  関係会社株式 9,195,299 9,195,299

  その他 1,216 1,177

  貸倒引当金 △ 120 △ 116

  投資その他の資産合計 9,196,395 9,196,359

 固定資産合計 9,335,220 9,343,132

資産合計 9,740,129 9,722,058
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（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成26年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成26年６月30日） 

負債の部 

流動負債 

 未払法人税等 152,891 16,193

  その他 25,507 77,354

 流動負債合計 178,399 93,548

固定負債 

 退職給付引当金 817,712 861,621

 その他 24,631 24,358

 固定負債合計 842,344 885,979

負債合計 1,020,744 979,528

純資産の部 

株主資本 

 資本金 3,500,000 3,500,000

 資本剰余金 4,503,856 4,503,856

 利益剰余金 715,528 738,674

 株主資本合計 8,719,384 8,742,530

純資産合計 8,719,384 8,742,530

負債純資産合計 9,740,129 9,722,058
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四半期損益計算書 

第１四半期累計期間 

（単位：百万円） 

 
前第１四半期累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成26年６月30日）

営業収益 167,989 152,692

営業費用 35,627 28,017

営業利益 132,361 124,675

営業外収益 

 受取賃貸料 648 635

その他 103 174

営業外収益合計 751 809

営業外費用 

賃貸費用 271 270

支払手数料 － 86

 その他 74 6

 営業外費用合計 345 363

経常利益 132,767 125,121

特別利益 

 その他 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失 

 固定資産除却損 4 3

 特別損失合計 4 3

税引前四半期純利益 132,763 125,118

法人税、住民税及び事業税 △ 4,545 △ 4,136

法人税等合計 △ 4,545 △ 4,136

四半期純利益 137,308 129,255

 

 

 



本資料は、日本郵政株式会社法第 16条の規定に基づき公衆の縦覧に供することを目的と

するものであり、当社又はその子会社の株式その他の有価証券の勧誘を構成するものでは

ありません。 

 


